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1I．はじめに
　情報処理・通信技術（Information and Communication 
Technology：以下ICT）は、1990年代から急速な発
展を遂げてきている。この進歩は、世界経済規模
で拡大しているものの、国内に目を向けると、様々
な職域で課題が山積している。
　本稿では、我が国における医療・保健・福祉サ
ービスの連携にICTが利活用されるようになって
きた背景を各種報告書から整理し、その連携にお
ける介護サービスをとりまくICTの現状と四年制
大学介護福祉士養成課程の教育のあり方を議論す
る。
II．背景
　2002年に内閣府は高度情報通信ネットワーク社
会推進戦略本部（IT戦略本部）を設置し、2013
年に世界最先端IT国家創造宣言が閣議決定され
た。さらに2015年にマイナンバー制度導入に関す
る記述を盛り込み世界最先端 IT 国家創造宣言は
変更された ［世界最先端IT国家創造, 2015］。
　総務省は、2013年ICT超高齢社会構想会議にお
いて、検討課題を提起し ［総務省, ICT超高齢社会
構想会議 報告書, 2013］、次いで厚生労働省も介護
人材確保地域戦略会議 ［第３回介護人材確保地域
戦略会議, 2015］や医療等分野におけるICT化の推
進について ［厚生労働省, 2015］ 提起している。
　国の施策は、多岐に及ぶが、世界に類を見ない
少子高齢社会と化す我が国の地域医療・保健・介
護の領域に特化したICT化の推進に関しては、厚
生労働省と総務省の報告書を軸に展開されてい
る。 医療機関と介護施設の連携、在宅医療・介
護チームの連携、全国規模の医療情報連携整備な
ど各種ICTの利活用が提案されている ［総務省, 
ICT超高齢社会構想会議 報告書, 2013］ ［総務省, 
スマートプラチナ社会推進会議 報告書概要, 
2014］ ［厚生労働省, 2015］（図１、図２）。
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図２　スマートプラチナ社会推進会議 報告書概要（総務省, 2015）
図１　医療等分野におけるICT化の推進について（厚労省, 2015）
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III．導入事例
１．健康・医療・介護等関連分野での総合的デー
タ連携モデル
　総務省は、スマートプラチナ社会推進会議報告
の中で、健康長寿を推進する試みとして、総合的
に健康・医療・介護等関連分野のデータの連携を
提案している（図３）。
図３　ICT超高齢社会構想会議 報告書（総務省, 2015.）
２．個別導入モデル
　前述の健康・医療・介護等関連分野での総合的
データ連携を2020年までには実現したいという考
えから、現在、様々な個別ICT推進事業がモデル
事業として行われている。
　関東地域では、ことばの道案内を利用した位置
情報音声誘導システム活用事業（特定非営利活動
法人ことばの道案内）、ICT利活用による地域共
創基盤型若者就労支援ネットワーク事業（特定非
営利活動法人とちぎ教育ネットワーク） ［特定非
営利活動法人とちぎ教育ネットワーク］、健康観
光ICT利活用モデル事業「はじめる・つづける健
康あっぷ」（山梨県中央市）SNSと地デジ・ワン
セグデータ放送を活用した「高齢者等買い物弱者」
支 援 事 業（ 特 定 非 営 利 活 動 法 人TRYWARP） 
［TRYWARP］などが総務省主導で実施され報告
されている（図４、図５）。
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図５　  ICT利活用による地域共創基盤型若者就労支援ネットワーク事業（特定非営利活動法人とちぎ教
育ネットワーク）
図４　 SNSと地デジ・ワンセグデータ放送を活用した「高齢者等買い物弱者」支援事業（特定非営
利活動法人TRYWARP）
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　在宅看護・介護サービスの提供者側からの報告
には、電子連絡ノートの活用 ［野本慎一, 2015］、
終末期のタイムリーな多職種連携へのICT活用 
［香川直, 2014］などがみられる。東日本大震災を
機に南相馬市では情報ネットワークの構築にいち
早く着手した ［南相馬市, 2012］。
　2015年第42回国際福祉機器展においても、具体
的なICT関連ツールのブースは拡充しており、介
護保険マネジメントツールから現場の在宅連絡端
末ツールまで多様なコンテンツが紹介されていた 
［保健福祉広報協会, 2015］（図６）
図７　 高齢者在宅・施設ケア支援システム すこやかサン［エムウィンソフト株式会社］ ［保健福祉広報協会, 2015］
図６　 （画像）第42回 国際福祉機器展 資料
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IV．議論
１．介護分野へのICT導入の課題
　介護分野でのICTの導入が進まない要因とし
て、岡本は、①共通言語がない、②事業規模が小
さい、③ICTの知識・利用能力が高くない、④現
場業務が煩雑、⑤現場の価値観がふれあい重視で
あると指摘している ［岡本茂雄, 2014］。これらに
対し、ICT関連企業は、さまざまなアイデアを提
供し、解決策を検討していく必要に迫られている。
　一例として、①の共通言語がないという点につ
いてみてみると、医師はICD-10やDSM-5といっ
た医学的診断基準に基づく言語を使用し、看護は
NANDA-Internationalという看護診断基準に基づ
く言語を使用する。一方、介護福祉士やケアマネ
ージャーはICFやMDS-HCに基づく言語を用いた
アセスメントを提供する。連携に必要なICTソフ
トには、これら異なる言語を一元化する翻訳機能
も求められることになる。
*ICD-10：世界保健機構（WHO）が作成した国際共通の疾
病、傷害、死因、保健サービス等の分類。現在ICD-11
への改定が進行中。
*DSM-5：アメリカ精神医学会作成の精神障害の診断・統
計マニュアル。2014年に改訂。
*NANDA-International：北米看護診断協会が開発した看
護診断基準・定義とそれに基づく分類。
*ICF：世界保健機構（WHO）が作成した生活機能と障害
に関する分類。「心身機能・身体構造」「活動」「参加」
の三次元及び「環境因子」「個人因子」で構成される。
*MDS-HC：アメリカで開発された包括的ケアプラン作成
の指針。インターRAI方式と呼ばれている。
２．介護現場側からみたICTの課題
　総務省の報告によると、高齢者のICT端末利用
状況は年々増加傾向にあるという ［総務省, ICT
超高齢社会構想会議 報告書, 2013］。スマートフ
ォンやその他のタッチパネル型の端末の普及もめ
ざましい。しかし、預金口座からの出入金システ
ムが、未だにATMのほかに窓口での受付が存在
するように、すべての業務をオンライン化するこ
とは困難である。利用者のニーズによって、多様
な連絡ツールを準備しなければならない。そのこ
とで、介護業務がさらに煩雑化することの懸念が
あり、ICT導入が進まない要因ともなっている。
　また、支援者側の年齢により、コンピュータや
ICT関連機器の操作活用能力にも差があることに
も対応が必要である。介護分野ICT関連企業は、
こうした支援者側への対策としての、簡便な操作
端末の開発や利用者やその家族の状況に応じた端
末の開発・指導が求められている。
３．介護現場にICT導入する効果
　煩雑な看護介護業務の中において、記録を書く
こと、報告書を作成することといった直接的な利
用者支援ではない業務に多くの時間を必要として
いる ［鈴木朋子ら, 2014］。こうした利用者への直
接支援以外の業務をICT化により簡便にすること
で、より直接支援や利用者および支援者間のコミ
ュニケーションを密にすることができることが期
待される。
　多職種連携が求められる中、各専門職が一堂に
会して話し合ったり、報告し合ったりする場を設
けることは、さらに時間を要する非効率的な業務
となってしまう。そこで、多職種の介入状況をネ
ットワークで共有することは、効率的かつ利用者
へのタイムリーな支援に効果があると考えられ
る。
４．四年制大学介護福祉士養成課程教育のあり方
　介護福祉士養成課程は、1,850時間というカリ
キュラムが指定規則で定められている。その内容
の中には、具体的にICT化業務に関する修得の必
須性は記述されていない。しかし、生活支援技術
の中に「記録」という分野があり、公文書として
の記録の必要性や利用者状態把握に必要であるこ
とを学ぶ。現行のカリキュラムを改変することな
く、この中にICTを活用した記録に関する演習を
加えることは可能である。
　また、多職種連携が必要であることは、介護総
合演習や施設介護実習の現場で学習する。その際
に、各現場で活用されているICTについて学ぶ機
会もある。
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　四年制大学の介護福祉士養成課程としては、こ
うした最先端の介護活動をいち早くカリキュラム
に導入し、介護福祉分野での専門性を高め、研究
的視座と介護マネジメント力を育てていく必要が
ある。
　白梅学園大学では、2016年２月７日に介護福祉
セミナーを企画している。ここでは、医療・看護・
介護の地域連携―より良い介護実践のためのツー
ル活用と顔の見える連携―をテーマにシンポジウ
ムを行い、ツールの利用者側と作成側からの現状
を学び、ICT化による効率化と顔の見える生活支
援の在り方を探る。こうした取り組みも大学にお
ける介護福祉士養成の取り組みの一環として重要
である。
V．おわりに
　本稿では、世界規模、全国規模であらゆる分野
で展開されているICT化の取り組みの中の医療・
保健・福祉分野、とりわけ介護サービスにおける
ICT化の実践をとりあげた。介護サービスにおけ
るICT化の実践に特化したため、オンライン化の
セキュリティ問題や具体的な端末の機能紹介は割
愛した。
　介護福祉は、利用者と向き合い、直接支援する
ことを中核に据えた学域である。しかし、介護福
祉をとりまく周辺業務は社会の動向にあわせ大き
くそのあり方が変容してきている。大学教育の中
でどのように介護福祉士養成にICTツールの活用
を包含していくべきか検討していくことは、介護
福祉教育の深化の一助となるであろう。
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